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第２回京都市コンテンツビジネス研究会資料 

 

京都市コンテンツ関連企業アンケート調査結果（中間集計） 

 

 

１ 調査概要 

調査期間  平成２１年１月６日（火）から１月２６日（金）まで 
調査対象  京都市内のコンテンツ関連企業   

調査対象数 ３９０社 
回答企業数   ５５社（１月２６日到着分まで・回答率 １４．１％） 

 

２ 結果概要 

  問２（１）主要業務（２つまで○） 

0 10 20 30 40 50 60

制作

企画立案

コンサルティング

流通・配給

データセンター

人材派遣

その他

52.7

23.6

12.7

10.9

7.3

5.5

30.9

(％)

N=55(2MA)

 

問４ 経営課題（上位５位）（３つまで○） 

0 10 20 30 40 50 60

人材の確保・育成

取引・販売力

ＰＲ・宣伝力

資金力

製品・サービスの独自性

技術開発力

52.7

45.5

32.7

29.1

25.5

25.5

(％)

N=55(3MA)
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問６ 京都で事業を行うメリット（上位５位）（３つまで○） 

0 10 20 30 40 50 60

都市ブランド

受注先がある

交通アクセスが良い

学術研究機関が集積している

協働できる同業者がある

暮らしやすい

54.5

29.1

23.6

21.8

20.0

20.0

(％)

N=55(3MA)

 

 

問７ 京都で事業を行うデメリット（上位５位）（３つまで○） 
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受注先やマーケットから遠い

受注先がない

家賃・地価が高い

行政の支援が不十分

交通アクセスが悪い

29.1

23.6

21.8

20.0

16.4

(％)

N=55(3MA)

 

 

 問15  行政等に対する要望（上位５位）（３つまで○） 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

財政的支援・優遇

行政からの発注

マッチング支援

総合的拠点機能の整備

人材発掘・育成支援

65.5

34.5

32.7

20.0

20.0

(％)

N=55(3MA)

 


